アジア ショコク ノ バリアフリー カンキョウ セイビ ニ カンスル ケンキュウ チュウゴク マレーシア インドネシア ノ バリアフリー カンキョウ セイビ ノ ホウガ ト テンカイ by 佐藤  克志 et al.
1．研究の背景
アジアの国々のバリアフリー／ユニバーサル環境
の推進活動は，我が国を含む一部の国と地域を除い
て，国連アジア太平洋経済社会委員会（以下ESCAP）
によるアジア・太平洋障害者の十年（フェーズ 1：
1993–2002）を契機として，徐々にではあるが拡が
り始めている。例えば，中国，タイ，マレーシア，
フィリピン，インドネシアなどではアクセス法／基
準が策定され，その履行による環境改善が進められ
るようになった。しかし，一方で，政策的，法的な
枠組みができてはいるが，その実行に関して，分野
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―中国，マレーシア，インドネシアのバリアフリー環境整備の萌芽と展開―
A Study on the Promotion of Barrier-Free Environments in Asian Countries
—Case Study on the History of Promotion of Barrier-Free Environments in China, 
Malaysia and Indonesia—
住居学科 佐藤　克志
Dept. of Housing and Architecture Katsushi Sato
抄　　録　バリアフリー環境整備の発展途上にあるアジアの国々に対し日本の経験を適切に伝えていくこ
とが求められている。そのためには，まずアジアの国々のバリアフリー化の過程と現状を把握し，日本の経
験を導入する際の有効性や課題を明らかにすることが不可欠である。本稿では中国，マレーシア，インドネ
シアを対象として分析を行った。その結果，中国では国際社会を意識しての「バリアフリー環境整備」であ
り，当事者参加はまだまだ希薄であること，マレーシアでは障害当事者の活動や一部の専門家の努力により
バリアフリー環境が整備されつつあるが，法律や組織の責任範囲の境界部分で問題が発生しているなど，分
野横断的な連携が乏しいこと，インドネシアでは国レベルでの政策的枠組みは整いつつあるが，その優先順
位が低く，国の政策を具現化するために必要な地方条例化が進んでいないことなどが明らかになった。
キーワード：中国，マレーシア，インドネシア，バリアフリー環境
Abstract It is essential to transfer Japanese experience on promoting accesible environments to devel-
oping Asian countries. In order to transfer the experiences appropriately, it is necessary to understand the
current accessibility situation and activities for and problems with promoting such environments in Asian
countries. Therefore, case-studies targeting China, Malaysia and Indonesia were conducted and the following
data identified. China: International activities/events (e.g. United Nations’ projects, the Olympic Games) have
had big impacts in making barrier-free environments. However participation of user groups in the develop-
ment of these projects is still weak. Malaysia: Improvement of accessibility has been gradually promoted
through the advocacy of disabled persons and some experts. However, problems (e.g., discontinuous jour-
neys) are caused by lack of collaboration among competent agencies and user groups. Indonesia: A policy
framework for making barrier-free environments has been formulated at national level, but it has been slow
to pass on policies at local level.
Keywords : Barrier-free environments, case-studies, China, Malaysia, Indonesia
横断的連携，一般市民や担当者／専門家の意識，技
術基準の内容や当事者参画など，様々な課題を抱え
ている状況も伺える。
それらの国々では，アジアの一員である日本の経
験を学ぶことへの期待も大きく，それはかつて日本
が欧米諸国に学んだことと類似している。その期待
は我が国の国際協力方針にも表れており，国際協力
機構（JICA）では途上国の障がい者が地域社会の中
で共に生活し社会活動に参画できるような協力を重
視し，障がい者を直接対象としない協力事業におい
ても障がい者を排除することのないようハード，ソ
フト両面のバリアフリー化を進めることとしてい
る 1）。バリアフリー環境整備分野での日本の貢献，
すなわち，日本の経験／技術をそれぞれの国の事情
を理解しながら適切に伝えていくことが求められて
いると言える。
2．研究の目的
日本の経験・技術を適切に伝えていくためには，
まずアジア諸国のバリアフリー化の現状とそこに至
る過程を理解し，今後，日本の経験を導入する際の
技術的有効性や課題を明らかにしていくことが不可
欠である。そこで本稿では「アジア諸国のバリアフ
リー化の現状とそこに至る過程を理解する」ために，
アジア・太平洋障害者の十年（フェーズ 1）以降，
バリアフリー環境整備に関わる活動が進められてい
る中国（北京市），マレーシア，インドネシアを対
象として，その萌芽と展開に関わる事項を整理し，
その構造と課題について考察する。
3．中国（北京市）のバリアフリー環境整備
近年の中国は国連障害者権利条約の批准（2008）
やオリンピック，バラリンピック（北京 2008），万
国博覧会（上海 2010）などの開催を契機としてバ
リアフリー環境整備が急速に進められている。また，
将来的にも人口の急激な高齢化は不可避であり，ま
すますバリアフリー環境の必要性が増大することは
間違いない。これまでも日本の取り組みは参考にさ
れているが，今後の連携／協力のために，中国（特
に北京を中心として）のバリアフリー環境整備の過
程を整理し，その特徴について考察する。
3-1．中国（北京市）のバリアフリー環境整備の萌
芽と展開
中国・北京市におけるバリアフリー環境整備の萌
芽から現在に至る主要な取り組みは図 1に示す通り
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図1 中国・北京市におけるバリアフリー環境整備の展開
である。その萌芽と展開の中で特徴的なものを取り
上げ，以下に説明する。
（1）改革開放政策とバリアフリー環境整備
北京市でのバリアフリー環境整備の取り組みは
1985年に開催された「障害者及び社会環境検討会」
での議論から始まった。そこでの提案がきっかけと
なり，1985～ 1988年に「王府井」を含む 4つの街
路のバリアフリー改修（視覚障害用警告・誘導ブ
ロックの敷設，交差点部の縁石切り下げなど）とそ
の街路に面している主要な公共建築物（王府井百貨
店など）の出入り口部分のバリアフリー改修が行わ
れている 2）。
王府井とその周辺地区のバリアフリー改修プロ
ジェクトが実施された同じ時期（1988年）に中国
としての最初のバリアフリー環境整備技術基準「障
害者の使用利便性を配慮した都市道路と建築物の設
計規範（試行）」［以下，設計規範（試行）］が中国
政府の建設部，民政部と中国障害者連合会共管で制
定されている。北京市においてその「設計規範（試
行）」を最初に適用したプロジェクトは 1990年開催
の北京アジア大会の関連施設とその周辺環境（歩道
等）整備であった。当時，「規範（試行）」の原案作
成やアジア大会会場の整備などの一連の活動に携
わった北京市建築設計院の担当者は「中国でバリア
フリー環境整備が進められることとなった背景には
1978年から始まった「改革開放」によって政策課
題として認識されるようになった」ことを強調して
いる 3）。言い換えれば，中国におけるバリアフリー
環境整備は国際社会における立場を意識して進めら
れるようになったと言える。
（2）障害者の権利保障とバリアフリー環境整備
障害者の権利保障は中国人民共和国憲法（1982）
45条に「障害者に対して権利と保護を保証する」
と明記されており，それに基づき 1990年には「障
害者保障法（以下，保障法）」が策定されている。
バリアフリー環境に関わる部分は「第 7章：環境」
の中に位置づけられ，第 45条：国家・社会は障害
者の社会参加のために障害者をとりまく環境を「段
階的」に改善することに責任を持つ，第 46条：国
家・社会は都市道路，建物のバリアフリー設計規範
を徐々に法制化する，となっていた。その後，「保
障法」は国連障害者権利条約批准の議論に合わせて
2008年に改正される。バリアフリー環境に関わる
ことは，旧保障法では「環境」の一部に位置づけら
れていたが，2008年の改正により「章」として独
立する。既に中央政府の関連部局や一部の地方政府
では「都市道路・建築物バリアフリー設計規範」や
「バリアフリー施設建設・管理条例」などが制定さ
れていたが，2008年の保障法改正によって，義務
化に対して，「障害者の保障」という枠組みではあ
るが，法的根拠を得たことが重要な意味を持ってい
たと言える。また，改正前は建物，道路など物的環
境のみしか言及されていなかったが，改正によって，
情報環境，選挙などのアクセシビリティの保障が盛
り込まれている 4）。しかし，物的環境，情報環境を
問わず，アクセスを権利としては捉える文言は見あ
たらない。
（3）北京市政府レベルでの対応
北京市では保障法（1990）で求められていること
を実践するため，技術規範で法的拘束力を持ってい
なかった「設計規範（試行）」の実践に関する通達
を全国の他の地方政府に先がけて公布している
（1993）。その通達では新たに作られる道路，歩道橋，
建築物，公共スペースには「規範（試行）」の適用
を義務づけること，大型公共建築物の設計審査の際
にはバリアフリー要件を審査項目の一つとすること
が求められている。北京フェシピックゲーム（1994）
の会場はその通達に基づき，施設エントランスに至
る経路のバリアフリー化，車いす対応トイレの設置，
車いす使用者用観覧席の設置などの改善が行われた
（後に撤去されている）。
その後の 1996～ 1998年には，具体のプロジェク
トにおける実効性を確保するために，それまでの経
験を踏まえて「設計規範実施細則」と「北京市無障
害施設建設と維持管理方法」を制定している。
（4）ESCAPによるバリアフリー環境整備パイロッ
トプロジェクト 5）
バリアフリー環境整備の政策的な枠組みが整い，
それに基づく環境整備が始められつつあった 1990
年代半ばには，国連・アジア太平洋障害者の十年の
活動の一環として，バリアフリー環境整備パイロッ
トプロジェクトが北京市の方庄住宅区を対象として
実施されている（1995～ 1998）。プロジェクト実施
にあたり，実行委員長であった北京市副市長は「今
回のプロジェクトはバリアフリー環境を促進する
チャンスになるだけではなく，国際的に障害者事業
と北京市建設を宣伝する良い機会となる」と述べて
おり，国際社会へのアピールをかなり強く意識して
アジア諸国のバリアフリー環境整備に関する研究
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いたと言える 2）。
プロジェクト検討過程への障害者や高齢者の参加
促進も意識的に行われ，例えば音響式信号が北京市
盲人協会の提案により開発されるなど，プロジェク
トの各段階において障害者や高齢者の意見や提案が
考慮された。それまで建築設計者などに自分たちの
ニーズを伝える機会が殆どなかった障害当事者に
とって，パイロットプロジェクトの試みは先進的で
あったと言える。しかし，プロジェクトに参加した
ある障害者は「身体障害は不幸なことだが，方庄区
に住んでいる障害者は幸運である。中国で一番先に
バリアフリー環境を享受することができ，直接に社
会の暖かさを感じることができた」と述べている 2）。
当時はバリアフリー環境整備が始まったばかりの状
況であり，当然の権利という理解ではなく，国・市
からの「施し」「保護」→「幸せ」「感謝」と捉えら
れている状況が伺える。プロジェクト実施から約
10年が経過した 2009年に行った現地視察では，住
民が高齢化していることもあると思われるが，バリ
アフリー環境／設備が当たり前のものとして使用さ
れている様子を見ることができた。
（5）北京オリンピックに向けて
2000年以降の動き
「障害者の使用を配慮した都市道路・建築物設計
規範（試行）」は制定当時「試行」とされたが，
2001年の改訂によって「試行」の文字が取られる
と共に，タイトルにあった「障害者」の言葉も削除
されている。特殊解的対応から一般解的対応に変化
しつつあることが伺える。一方，新規範の説明文に
は，バリアフリー配慮にかかるコストについて「計
画段階から配慮することによってコストアップは非
常に小さい」とも述べられている。他のアジアの
国々と同様に「費用対効果」の議論があり，そのた
めにバリアフリーの受益者を広く捉えることが必要
であったと推察される。「設計規範」の規定内容に
ついては「居住区」「住宅」についての条文が追加
されていることが特徴的である 6）。
「設計規範」が改訂された 2001年以降，2008年
の北京オリンピック・パラリンピックに向けての環
境改善のため「第 10次中国障害者 5ヵ年計画
（2001–2005）」「北京市バリアフリー施設の建設と
管理に関する条例 2004」「北京市バリアフリー監督
工作実施細則（試行）2006」「北京市バリアフリー
施設の建設／改造計画 2006」「北京市バリアフリー
施設建設・改造計画導則 2006」や歴史的建造物，
道路，観光地・レストラン，公園，銀行金融機関，
商業施設，体育施設，教育施設，医療施設の施設用
途ごとに技術的要求条件を取りまとめた導則や細則
など，バリアフリー環境整備を実践するための計画，
条例，実施細則などが集中的に出されている 7）。バ
リアフリー環境整備の萌芽から約 20年が経過し，
バリアフリーに関する技術的内容の議論に加え，い
かに整備を実践するか，その仕組みづくりの必要性
が認識されてきた，言い換えればバリアフリー環境
整備の実践課題が認識されて来たと言える。
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写真1～3 アジア大会，フェスピックゲームの
メイン会場の様子（1995：佐藤撮影）
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3-2．中国（北京市）のバリアフリー環境整備の特
徴と今後の課題
1985年以降急速に進展してきた中国（北京市）
のバリアフリー環境整備の特徴として，①「障害者
のため」の施策としてはじまったバリアフリー環境
整備であるが，近年はその受益者を「全ての人」と
捉えるようになっていること，②しかし，受益者の
捉え方と関連して，バリアフリー環境整備推進の背
景に「費用対効果」の議論があること，③継続的環
境改善のための仕組みづくりが政策的に進められつ
つあるが，④障害当事者の参加はまだまだ希薄でア
クセスを権利としては捉えてはいないこと，などが
あげられるが，中国におけるバリアフリー環境整備
の一番の特徴は，⑤国際社会へのアピールを意識し，
その媒体としての「バリアフリー環境整備」であっ
たことであろう。国際社会が注目するイベントが終
了した後でもバリアフリー環境が有効に活用され続
けるよう，意識啓発活動が今後の重要課題となると
思われる。
4．マレーシアのバリアフリー環境
マレーシアは 1990年代からの急速な経済発展に
伴った生活の質の向上，社会環境の改善ニーズの高
まりを受け，バリアフリー環境整備についても関連
する政策や法整備，具体の環境改善が進められてき
た。ここではその過程を整理し，そこに見られる問
題構造と課題について考察する。
4-1．マレーシアにおけるバリアフリー環境整備の
萌芽と展開＊ 1
（1）バリアフリー環境整備の技術規準と法律
マレーシアにおけるバリアフリー環境整備の動き
は技術規準策定から始まっている。1990年にマレー
シア規準「MS 1183：障害者の避難に関する建築設
備規準」が開発され，その後，1991年に「MS1184：
障害者の公共建築物へのアクセスに関する規準
（2002改訂）」，1993年に「MS1331：建築外部空間
のアクセシビリティに関する規準（2003改訂）」が
策定されている。これら規準はあくまで技術的要件
を記述したものであり，それのみでは法的拘束力は
ない。文書の位置づけは異なるが，法的拘束力を持
たない技術規準開発から動き始めた状況は，指針，
要綱策定が盛んに行われた 1970年代後半からの日
本の動きと類似している。MS 1183やMS 1184など
の技術規準が法的に拘束力を持ったのは，1991年
に改正された統一建築法細則（UBBL 34A）の中で
それらが参照され「障害者のための建築要件」が定
められたことによる。統一建築法細則（UBBL 34A）
は新たに建てられる公共建築物へのバリアフリー化
の義務づけは勿論のこと，既存の公共建築物につい
ても 3年以内の規準適合を求めている。しかし，現
実的には建築物の改修・改善は進んでいない。その
理由として，住宅地方政府省は「地方政府の技術者
のバリアフリーに関する理解不足，意識不足」を指
摘している。同様の理解不足，意識不足の影響は公
共交通施設のバリアフリー化の対応にも表れ，障害
当事者の抗議行動へとつながっていく。
（2）障害当事者によるバリフリー環境推進行動
1990年代に開発が進められていた LRT路線のう
ち，第一期路線（スター線）は「安全」を理由に車い
す使用者の利用を認めず，EVなどのバリアフリー
整備は行われなかった。これに障害者グループが抗
議し，1994年 10月に新設路線の障害者排除の禁
止＝バリアフリー化を求めたデモ行動が行われてい
る。この行動が契機となり，1998年に開通した
LRTの第二期路線（プトラ線）は完全バリアフリー
化されることになった。この運動はその後，
Barrier-free Environment and Accessible Transport
（BEAT）という当事者ネットワークへと発展し，
鉄道公社の駅舎バリアフリー化を求めるデモ（2007）
や超低床式バス導入を求めるデモ（2006），Air Asia
の搭乗拒否に対する抗議デモ（2007）などが行われ
ている 8）。この BEATの活動はマレーシア，クア
ラ・ルンプールの公共交通機関のバリアフリー化を
進める原動力となっている。
（3）建築・まちづくりにおけるバリアフリー環境
マレーシアの中で「建築・まちづくり」として比
較的バリアフリー化が進んでいる所として，クア
ラ・ルンプール市，プタリンジャヤ市，新行政都市
のプトラジャヤなどがあげられる（写真 4，5）。
いずれも ESCAP，アジア太平洋障害者センター
（APCD）と国際協力機構（JICA）が共催したバリ
アフリー環境整備推進研修（2000–2004）を受けた
障害当事者や行政関係者，大学教員が牽引役となっ
ている。クアラ・ルンプール市やプタリンジャヤ市
ではアクセシビリティ検査やワークショップ，地域
の障害当事者との意見交換会を実施しながら環境改
善が進められている。しかし，それらの活動は一部
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の関係者のボランティア的努力による所が大きく，
その広がりや継続性に懸念が示されている。
（4）障害者法とバリアフリー環境整備
以上を概観すると，マレーシアにおけるバリアフ
リー環境整備は 1990年 –2000年代初頭に動き始め
たと言えるが，「権利保障」という視点でアクセシ
ビリティが国の政策に明確に位置づけられたのは
2008年に施行された障害者法と障害者政策，障害
者計画においてであった。表 1に障害者法，政策，
計画の中にあるアクセシビリティに関する条文項
目，政策分野の抜粋を示す。
第 26条から 32条まで，アクセスに関して非常に
包括的な規定を定めている。しかし，障害当事者か
らは差別禁止法ではないこと，罰則規定がなく建築
のバリアフリー化などの実践が約束されないなどの
批判があるとのことである。
以上，マレーシアにおけるバリアフリー環境整備
の展開を，①技術基準と法律，②障害当事者による
活動，③建築・まちづくりにおける実践，④障害者
法と権利保障，という視点で見てきたが，その展開
の様子は図 2のようにまとめられる。
4-2．マレーシアにおけるバリアフリー環境整備の
課題
障害当事者や関係機関へのヒアリング調査や現地
視察などから明らかになった「マレーシアにおける
バリアフリー社会形成に関する問題構造」を図 3に
示す。マレーシアにおけるバリアフリー化はこれま
で述べてきた通り，障害当事者の抗議活動や一部の
専門家，行政関係者の努力により進展しつつあると
言える。しかし，一方では，法律や組織の責任範囲
の境界部分で連続性（接続性）が確保されていない
ことやバリアフリー整備済みと認識されているが実
際には使えない状況にあることに施設管理者が気づ
いていないなどの問題も散見される。
その原因としてはバリアフリー環境整備を適切に
実施するための「分野横断的な連携が乏しいこと」
が最大の問題として挙げられる。その背景には，行
政組織の担当者，建築や交通関係の専門家，技術者
が課題を適切に認識していないこと，それ故に，環
境整備に責任を持つ組織において優先度が低く，他
分野との連携が必要な整備であっても調整が行われ
ないといった問題構造が存在すると考察される。も
ちろん，バリアフリー環境整備の必要性，重要性を
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写真4 プタリンジャヤ市の市庁舎エントランス
写真5 プトラジャヤ新行政都市
表1 マレーシア障害者法，障害者政策の中にあるア
クセシビリティに関する条文項目，政策分野
（抜粋）
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図2 マレーシアにおけるバリアフリー社会形成の萌芽と展開
図3 マレーシアにおけるバリアフリー社会形成に関する問題構造
理解し，建築，都市計画，大学教育などそれぞれの
役割領域の中で活動している人材はいるが，その数
は限られており，また周囲に理解者が少ないが故に
孤軍奮闘している状況にある。
また当事者グループもバリアフリー環境整備の必
要性，重要性を主張し，様々な活動を展開している
が，問題指摘に留まっている感があり，技術的な視
点からの解決策を自らの手で見いだすことに苦労し
ている様子も伺える。
一方，バリアフリー環境整備に重要な役割を担う
法律，ガイドライン，規準については，特に建築物
のアクセシビリティの視点からは基本的なレベル以
上のものが整備されている。しかし，整備主体が
「法・規準に従って造られたのでバリアフリー化さ
れている」としているものでも，実際は使えないも
の（個々の要素自体の設計・施工が不備な場合の他
に，バスとバス停，歩道と建物のように整備主体の
責任範囲の境界部分でバリアが生じている場合な
ど）も見受けられる。これらは，関係者間の連携不
足，設計者や施工者の知識不足はもちろんのこと，
法遵守チェック（設計審査，完了検査）に関わる担
当者，担当組織の意識・理解・知識不足によるとこ
ろも大きい。また現在の法律とそれに関わる規準内
容は車いす使用者，移動制約者に対するものが中心
であり，視覚障害者，特に弱視者や聴覚障害者に対
する配慮規定が不十分な部分がある。
問題はものづくりに関わる部分だけではないこと
も明らかである。施設管理者の意識，公共の意識の
問題から，車いす対応トイレが施錠されていたり，
掃除用具置き場になっていたり，我が国でも以前に
起こっていた問題が散見される。施設運営，維持管
理を含めたモニタリングの仕組みを強化する必要性
が浮かび上がってくる。
以上のような問題構造をブレ－クするためには，
バリアフリー環境整備の必要性と包括性を理解した
人材の育成とバリアフリー環境づくりに携わる様々
な立場や分野の領域横断的な人的ネットワーク形成
が不可欠であろう。
5．インドネシアにおけるバリアフリー環境整備
の萌芽と展開
（1）マリオボロ・パイロットプロジェクトの概要 9）
インドネシアにおけるバリアフリー環境推進活動
の始まりはジョグジャカルタ（Yogyakarta）市で実
施されたマリオボロ（Malioboro）通りへの視覚障
害者誘導ブロック敷設パイロットプロジェクト（以
下，マリオボロプロジェクト）であったと報告され
ている。当時は ESCAPがノンハンディキャップ環
境推進プロジェクトを実施しており，マリオボロプ
ロジェクトはインドネシアにおいて「ノンハンディ
キャップ環境」のコンセプトを実践した最初の取り
組みであった。
マリオボロプロジェクトは「障害者を含む全ての
人がチャリティの念を感じることなく日常生活での
移動が容易になるよう，建物，施設，設備，サービ
スへのアクセシビリティを連続的に確保する」こと
を目的として 1997年から開始された。ガジャマダ
大学建築学科を中心に構成されたプロジェクト検討
グループは，まず法的側面に焦点をあて，アクセシ
ビリティに関する技術規準の開発に着手した。その
技術規準にはドア，エレベータ，トイレ，洗面，電
話，案内サイン，スロープ，階段，視覚障害者用誘
導ブロックなど，15項目以上の技術的要求条件が
まとめられており，1998年に発行された公共事業
指針「公共建築物とその周辺エリアのアクセシビリ
ティ」（468/KPTS/1998）はそれを基に策定されて
いる。
プロジェクト検討グループはその技術規準の中か
ら「視覚障害者用誘導ブロック」をバリアフリー環
境の促進かつ理解ツールとして取り上げ，実践を試
みている。その理由として，①連続的移動（日本的
に言えば「面的整備」）の重要な要素は「歩道」で
あること，②インドネシアの視覚障害者（全盲）人
口は総人口に対して 1.5％（約 300万人）でありア
ジアで最も多く，弱視者を含めると恩恵をうける人
の数はさらに増えること，③誘導ブロックの形状と
色が公衆の目を引き，また敷設が簡単でコストが安
いので広いエリアで展開可能なことなどがあげられ
ている。この理由はタイ・バンコクにおける歩道改
善プロジェクトで議論されたことと同様である。敷
設方法の良し悪しは別にして「視覚障害者用誘導ブ
ロック」は開発途上国においてバリアフリー環境の
意味と必要性を公衆に示す啓発ツールとしてのポテ
ンシャルを持っていると言える。
実際の環境改善にあたっては，ブロックの試作と
評価，地元企業によるブロックの生産，敷設計画づ
くり，敷設とその評価といった実施プロセスの中で
大学（学生，教員，研究者），政府機関，NGO，マ
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スコミ，地域のコミュニティ，障害当事者の参画と
協働を実践している。その成果として「それぞれが
異なった立場からの役割を担うことでプロジェクト
の進行を容易にするとともに，多くの立場の人・組
織に関心を持たせることにつながった」と報告され
ている。
（2）マリオボロプロジェクト後の展開
マリオボロプロジェクト（1997–1999）の後，公
共事業省（2000），スラカルタ（ソロ）市のマーケッ
ト（2001），ジョグジャカルタ市のエキジビション
センター（2001），ガジャマダ大学（2001–2002）
などへの視覚障害者用誘導ブロック敷設や建物出入
りのためのスロープ設置，ジャカルタ・トリサク
ティ大学周辺（2002），ジャカルタ独立記念塔周辺
の歩道（2004），バリ島クタビーチ沿いの歩道
（2004）への視覚障害者用誘導ブロック敷設など，
歩道環境整備を中心にインドネシアの一部の都市へ
の拡がりを見せている。しかし，それらのバリアフ
リー環境整備が地方政府の政策方針や法律に明確に
位置づけられていないため，個別プロジェクトとし
ての対応に留まっている様子も伺える。
（3）インドネシアのバリアフリー関連施策と法律
インドネシアの国レベルでのバリアフリー関連施
策とその背景を図 4に示す。1990年代中頃から国
レベルの政策において障害者に対するアクセスに関
する課題が盛り込まれるようになった様子が読み取
れる。それらの政策提言を受け，2002年制定の建
築法（法No.28/2002）において，建築物が満たさな
ければならない「建築計画的条件」の一部として障
害者，高齢者に対するアクセシビリティ確保が位置
づけられている（27条～ 32条）。バリアフリー環境
推進に関わる技術要件の法体系上の拠り所が明確に
なったと言える。建築法（法No.28/2002）やその後
制定された建築法施行規則（法No.36/2005）に基づ
き，2006年には「公共事業省指針」（468/KPTS/
1998）の改訂版として「公共事業大臣規則：建築物
とその周辺エリア環境におけるアクセシビリティ」
（30/PRT/M/2006）が制定されている。その改訂の
ポイントとしては，適用対象を「公共建築物のみ」
から「建築物全般」に拡大したこと，その内の公共
建築物（政府関係の建築物，ショッピングモール，
教会等不特定多数の人が利用する建築物）には遵守
義務を課したことなどがあげられる 10）。
公共事業省のオフィスは公共事業省指針
（468/KPTS/1998）のモデルとして，車いす使用者
対応駐車場，スロープ（写真 6），車いす対応トイ
レ，視覚障害者用誘導ブロックなどによるバリアフ
リー改修が行われているが，車いす対応トイレには
鍵がかけられていたり，車いす使用者対応駐車場に
は対象外の車がとめられていたり，何処でも見られ
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図4 インドネシアの国レベルでのバリアフリー関連施策
る光景が再現されている。また，ジャカルタにある
比較的新しいショッピングモールでは，公共事業大
臣規則に基づきアクセシブルな出入り口，建物内の
段差部分にスロープの併設（写真 7：インドネシア
の基準では建物外スロープ 1/10以下，建物内 1/8以
下と国際的に一般化している 1/12と比べると急に
なっている），車いす対応トイレの設置など最低限
のバリアフリー化が行われている。しかし，フロア
マップにはそれらの場所が示されていない，案内サ
インによる誘導が少ないなど，情報系の課題が見受
けられる。
（4）インドネシアのバリアフリー環境整備の課題
以上のように，バリアフリー環境推進についての
国レベルでの政策的取り組みは進められているが，
実際のバリアフリー環境づくりは地方政府によって
進められる。例えば，公共建築物に課せられている
遵守義務は県知事又は市長により建物所有者に対し
て与えられる建築許可によって担保されることにな
るが，そのためには，県政府，市政府は建築条例を
制定しなければならない。言い換えれば，国として
の政策，法律があっても地方政府がその重要性を認
識し，条例化しなければ，住民にとって国の法律は
意味を持たないことになる。2008年の時点で，400
近くある地方政府のうち，建築法に関する地方条
例を制定している所は 17政府，開発中は 18政府と
なっている。建築法遵守のための地方条例化は，建
築物の構造基準も同様であり，地震国インドネシア
において急務の課題となっている。
6．まとめ
バリアフリー環境整備の発展途上にある中国，マ
レーシア，インドネシアを対象として，バリアフ
リー化の過程と現状を整理し，現状の課題を分析し
た。
その結果，中国では国際社会を意識しての「バリ
アフリー環境整備」であり，当事者参加はまだまだ
希薄であること，マレーシアでは障害当事者の活動
や一部の専門家や行政関係者の努力によりバリアフ
リー環境が整備されつつあるが，法律や組織の責任
範囲の境界部分で問題が発生しており，分野横断的
な連携が不可欠であること，インドネシアでは国レ
ベルでの政策的枠組みは整いつつあるが政策的優先
順位が低く，国の政策を具現化するために必要な地
方条例化が進んでいない状況であることなどが明ら
かになった。
本稿では東アジア，東南アジアの 3カ国を対象と
した整理・分析であったが，バリアフリー環境整備
の促進要因として，国際協力機関による先導プロ
ジェクトの実施，当事者グループや専門家グループ
の活動，その活動の拠り所となるアクセス法の存在
があげられた。一方，阻害要因としては，バリアフ
リーに関する技術的教育の問題，それを原因とする
知識不足，意識の低さ，ステークホルダー間の分野
横断的連携の不足があげられる。経験的には他のア
ジアの国々も同様の課題を抱えていると思われる。
タイ，シンガポール，フィリピン，香港を事例とし
て検証を行う予定である。
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写真6 公共事業省のエントランス部分のスロープ
写真7 ショッピングセンター内の階段に併設された
スロープ
註記
＊ 1 マレーシアにおけるバリアフリー環境整備の
動向については，2009年 10月に実施された
マレーシア国バリアフリー社会化計画情報収
集・確認調査（国際協力機構）にアドバイザ
ーとして同行した際に収集した情報及び調査
団による議論に基づいている。
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